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Ⅰ はじめに 

本稿は、 毎年産出される 人口 mo 万人当たりの 理学系博士数及び 工学系博士 数の 

日米比較を行い、 量的側面から、 わが国の科学技術推進上における 問題点 は つい 

て、 調査分析したものであ る。 

その比較は、 工学系及び理学系に 大別し、 外国人留学生を 含む場合と含まない 

場合とに区分するとともに、 わが国については、 更に、 いわゆる課程博士のみの 

場合、 論文博士を含む 場合及び 35 歳以下の論文博士を 含む場合とに 区分した行っ 

広 

① わが国の課程博士 裁 と米国の博士 数 との比較 

② わが国の課程博士 数と 論文博士 数 との合計 値 による米国の 博士 数 との 

比較 ( これは、 いわば、 グロスの比較であ る。 ) 

③ 論文による博士号取得年齢には 相当の幅がみられるので、 わが国の課 

程博士 裁 と 85 歳以下の論文博士 数 との合計 値 によ米国の博士 裁 との 比 

較 ( これは、 いわば、 ネットの比較であ る。 ) 

なお、 わが国の理学博士、 工学博士に対応するものとして、 米国の理学 案 工 

学 系の学問領域を 次のとおり定義した。 

米国の理学系 '@  physical  sciences  (physics)  astoronomy)  chelpistory 等 ) 

且 a セ he 皿 a も lCS/StaS Ⅰ IStlCS 

environnental sciences 、 , biology 

米国の工学系 :  en 目 neering)  computer  sciences 
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2  調査分析の結果 

( 1 ) 理学系 

① わが国は、 米国に比較すると 外国人留学生は 非常に少ない。 

  
    "" """" 甘 "' ト 西く % 安 珪 4%" "     

  

② 外国人留学生を 含まない場合に 限ってみると 

  わが国の課程博士数は、 米国の 7 分の 1 であ る。 ( 上図参照 ) 

わが国の理学系博士の 産出は、 博士課程に大きく 依存している 力町 

最近、 修士課程から 博士課程に進学する 者の比率が低下しているの 

で、 その差の縮小を 減速させる方向に 作用している。 

  課程博士数に 論文博士数を 加えた博士 数 で米国と比較しても、 わが 

国は、 米国の約 4 分のⅠに過ぎず、 論文博士を 35 歳以下に限ると、 

米国の約 6 分の 1 になる。     
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(2 ) 工学系 

①
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Ⅰ こ仲可畑琴正ウ 堆よ - 一 """" 

l?8P 牛 --@t97 年 - 一 -     
② 外国人留学生を 含まない博士数に 限ってみると、 わが国の博士数は 減少 

の 傾向にあ る 力年 米国の博士数は 増加の傾向にあ るので、 両者の差は開き 

つっあ る。 

  わが国の課程博士数は。 米国の約 2 分のⅠであ る。 ( 上図参照 ) 

  課程博士数に 備文博士数を 加え． た 博士 数 で米国と比較すると、 わが 

国は、 米国を上回ることになる。 

しかし、 論文博士を 35 歳以下に限ると、 米国の約 2 分のⅠとなる。     

  

仁 7 . 旺 国人 弔 学生め 時土   
口 ， B を 9% ゴ 以上帯 力寺亡 

/ け 80 年 け 且 7 千 
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8  むすび 

米国はもとより、 英国及び 西 ドイツにおいても、 理学系博士の 方が工学系博士 

よりも多い ヵ告 わが国はその 反対であ る。 

基礎研究の振興のためには、 理学系博士数の 増加が不可欠のものと 考えられる。 

実際、 最近、 民間企業においては 基礎研究所の 設立が続いており、 その中には理 

学博士 数 が工学博士数を 上回る研究所も 散見されっ っ あ る。 

理学博士の養成は 大学院博士課程に 依存するところが 大きいので、 各種経済的 

支援を含む理学系博士課程の 充実と理学博士取得者の 就職先の拡大が 重要となろ 

つ ） 

わが国の製造工業は、 米国と違い、 工学部卒業生数の 増加に比例して 発展して 

きたことも、 一つの事実であ る。 しかし、 民間企業の研究開発要員は 修士以上の 

学歴となっている 実態と、 科学技術の急速な 高度化を双提としてわが 国の製造工 

業の将来を展望すると、 今後、 米国との間で、 工学系博士数の 差が拡大すること 

は 回避すべきであ ろう。 

今日、 工学系博士の 大半は、 大学院以覚の 機関において 養成されている 力町 論 

丈 による博士号取得の 平均年齢は高まり つ つあ るので、 35 歳以下の博士数は 減少 

の 傾向にあ る。 創造的・先端的研究のためには、 若手の博士が 必要との考えに 立 

て は 、 従来にも増して 工学系博士課程の 研究者養成に 対する期待は 大きくなると 

考えられる。 したがって、 理学系博士課程に 対すると同様の 対応策が重要となろ 

Ⅰ Ⅰ フ 。 

( 参考文献等 ) 

この調査分析に 使用した資料は、 文部省及び総務庁等の 各種統計、 日本博士録、 

NSF の各種統計並びに 労研究所調査の 資料等であ る。 
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